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　　世界規模で苛烈になる自

然災害や長引くコロナ禍など、

難 し い 課 題 に 直 面 す る 中 、

様々な影響を受け成長する子

どもや若者に、どんな未来を

つなぎたいと思われるのか、

市長からのメッセージを。

　　先人の努力にも思いをは

せ、今ある困難を乗り越え、

新しい未来を切り開いてもら

いたい。そして、私たち大人

は、しっかり応援していくと

様々な機会を捉え、伝えたい。

　　　　大人は皆、次の世代

が安心して暮らせる平和な社

会にと願うが、日本はそれに

向かっているのだろうか。

　戦争や貧困、飢餓をなくし、

誰もが幸せに暮らせる社会に

向かうよう、子どもたちには

しっかり学んで、優しく、た

くましく、賢い主権者になっ

てもらいたい。それを応援す

るのは大人の責任。市長には、

さらなる子ども支援と教育の

充実に頑張ってほしい。

　　教育機会

確保法の理解

として、児童

生徒の自立を

目指し、支援

の在り方を拡

張していく必

要が示されて

いる。教育委

員会の取組と

今後の計画は。

　　スクールソーシャルワー

カーの増員、適応指導教室や

教育相談室の充実、相談時間

の拡充、巡回指導員の配置等

を検討している。また、スク

ールカウンセラーの配置時間

拡充を県に要望している。今

後も魅力ある学校づくりとと

もに、長期的視点に立ち、様々

なアプローチで進めたい。

　　幼児期の発達の遅れや障

害等の発見、支援の遅れも不

登校の一因ではないかと考え

るが、教育委員会の見解は。

　　文科省国立教育研究所の

資料にも、発達障害のある児

童生徒は環境要因からも大き

な影響を受け、不適切な対応

が繰り返されると不登校のリ

スクが高まると示されている。

　　　　子どもは、未来の大

切な担い手。教育委員会には

不登校児童生徒の居場所づく

りや様々な連携によるさらな

る支援の充実を要望する。

　　近隣市には設置され、ニ

ーズも増えている幼児ことば

の教室が本市には設置されて

いないが、必要ではないか。

　　ことばと心の相談を実施

し、療育が必要となった場合

は、専門機関に紹介して、適

切な療育が継続できるよう支

援している。

　　弱視や斜視等については、

３歳児健診で見過ごされると

就学時健診では手遅れになる

場合もある。機器が導入され

た柳川市では要精密検査につ

ながる事例が前年の５倍 20 件

に増えたが、本市の現状は。

　　令和２年度が 10 件、令和

３年度が 11 件となっている。

　　　　効果ははっきりして

いる。早急に支援の充実を。

　　来年３月にはこども家庭

庁が発足し、母子保健と障害

児福祉の縦割りではなく横展

開を求め、自治体にこども家

庭センターをつくることを求

めているが、本市の対応は。

　　作成される国のガイドラ

インを踏まえ、体制の整備を

検討していく。

　　まだまだ多忙な教職員の

働き方改革の進捗等は。

　　学校の意見を聞き、子ど

もと向き合う時間の確保に向

け 、 教 育 課 程 や 行 事 等 の 整

理・効率化の協議や部活動の

地域移行等を検討している。

次代を拓く子どもたちへ　～つなぎたい未来と支援の充実～

民主・護憲クラブ

平山 光子　議員

子どもや若い世代に
つなぎたい社会、未来は

新たなごみ処理施設建設に
向けた取組状況

コロナ禍と災害復興と
これからのまちづくり

障害がある人とない人が
共に学び暮らす共生社会

公明党議員団

塩塚 敏郎　議員

進に向けた取組の状況は。

　　市内企業の紹介事業、企

業誘致、イノベーション創出

事業を進め、若い方に魅力的

な雇用の場をつくっていく。

　　不登校児童・生徒の発生

率増加に対する対応状況は。

　　支援チームとスクールソ

ーシャルワーカー等が連携し

ながら組織的に対応している。

　また、児童生徒が安心して

心が落ち着く場所をつくり、

個別支援が可能となるよう機

会の確保を図っている。

　　　　不登校特例校の設置

　　令和２年度の高校等卒業

者における就職者のうち、市

内就職者が２割に満たない状

況において、市内への就職促

や尼崎市のハートフルフレン

ド事業 ※を参考とした支援事

業を検討されたい。

　　新たなごみ処理施設整備

に向けた今後の計画は。

　　令和５年度末に整備事業

者を選定し、令和 10年度の供

用開始を目指している。

　　　　建設には多額の費用

がかかり、全市民に関わるた

め、市民の理解と協力を得な

がら進められたい。

本市が抱える人口減少と
不登校問題への取組

孤独死防止対策として、
エンディングノート（電子デ
ータ・紙媒体）の無料配布を

自民・未来クラブ

江上 しほり　議員

電子データや紙媒体で無料配

布している地方自治体が増え

ており、福岡市、筑紫野市、

久留米市、八女市、大川市、

柳川市などでも、無料配布が

行われている。本市でも、エ

ンディングノートの無料配布

に取り組んではどうかと考え

るが、市長の考えは。

　　エンディングノートは、

現在様々なものが市販されて

おり、インターネットで公開

されているものもある。

  一人ひとりが必要となる内

容は異なっているので、御自

　　一人暮らしの高齢者が増

加し、孤独死防止対策や空き

家対策などの観点から、終活

に使うエンディングノートを

身に合った内容のものを選ん

で使用する、そういうことに

よってより有効なエンディン

グノートになると考えている。

　　　　神奈川県大和市は、

終活に取り組む市民に敬意を

表し、これを支援するため、

2021 年６月に全国で初めて終

活支援条例を制定している。

　市民を誰一人、孤立死させ

ない、取り残さないために、

一人暮らしの高齢者をはじめ、

全ての市民が安心して暮らせ

るまちの実現に向けた終活支

援の取組をお願いする。

民主・護憲クラブ

古庄 和秀　議員

ある。相談体制の一層の充実

を図り、安心して元気に暮ら

せるまちづくりに取り組む。

　　市民の意見を伺うと豪雨

災害後の心のケアの必要性を

痛感するが、市の考えは。

　　被災者の心のケアは、大

変重要であるため、市職員や

社会福祉協議会の職員等を対

象とし、心理療法を活用した

被災者支援の取組についての

研修会を実施する。

　その後、どのような関わり

方ができるかを地域支え合い

センターと検討していく。

　　生活困窮者への相談体制

を充実させる必要があるが、

市長の思いを伺いたい。

　　市民生活は厳しい状況に

　　インクルーシブなまちづ

くりの視点を中心に置く条例

を制定すれば、誰もが暮らし

やすくなるが、市長の考えは。

　　インクルーシブなまちづ

くりは必要。まずは理念を広

げるために必要な取組や条例

の役割など、市民や関係機関

の皆様に広く意見を伺いたい。

　　　　全国的にもまれな条

例であるため、まずは検討の

土台をつくってもらいたい。

教職員不足が深刻
教職員の働き方改革は急務

深刻な不登校の現状、
教育委員会の向き合い方に

感じる本気度

幼児期のことばや視力、発達
障害などの早期発見・支援の
充実につながる体制整備を

※ハートフルフレンド事業…ボランティアが、主に外出が困難な子供の家庭を訪問し、子供に寄り添った活動を行う。


